
１分でわかるトレンド解説  

 

 

    2026年 9月 

 

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一ライフ資産運用

経済研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告

なく変更されることがあります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限

りません。 

1/1 

【1 分解説】年金振込口座の公金受取口座登録に関

する意向確認書とは？ 

 政策調査部 副主任研究員  永原 僚子 

 

 

年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書（以下「意向確認書」）とは、公的年金を受

け取っている口座を、国や自治体などからの給付金や還付金などを受け取る「公金受取口座」とし

て登録するかどうかを確認する書類です。 

公金受取口座登録法の改正により、年金振込口座の情報を厚生労働省がデジタル庁へ提供し、公

金受取口座として登録できるようになったため、今回の意向確認が行われることになりました。 

原則として、2026 年 4 月 15 日時点で 65 歳以上の年金受給者を対象に、2026 年 8 月頃から生年

月日に応じて順次、日本年金機構から簡易書留で送付されます。 

意向確認書が送付されない人もいます。公金受取口座をすでに登録している人、2026年 4月に年

金が支払われなかった人（全額支給停止、振込不能）、国外に居住している人、共済組合等から支給

される年金のみを受給している人などです。 

特に注意したいのは、「登録を希望しない場合のみ返送する」という仕組みです。登録を希望する

場合は手続き不要で、希望しない場合にのみ、意向確認書下部の「公金受取口座登録不同意申出書」

を切り離して返送します。意向確認書を受け取ってから 45 日以内に返送がなければ、同意したも

のとみなされ、意向確認書に記載された年金振込口座が公金受取口座として登録されます。 

 

【参考資料】 

・デジタル庁「年金口座（年金振込口座）で給付金等が、手続き不要で、より簡単により早く受

け取れます」 

（https://www.digital.go.jp/policies/account_registration/pension） 

・日本年金機構「年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書の送付」 

（https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/ikokakunin.html） 

https://www.digital.go.jp/policies/account_registration/pension
https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/ikokakunin.html

